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住民参加方式による政策決定手法の課題 

－省エネルギー目標達成のための最適契約問題－ 
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４．分析Ⅱ：住民参加型政策決定手法モデル 
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１．はじめに 
 
本論文は、省エネルギービジョン策定の際に住民参加型の
政策立案手法を導入し、その実施過程においても住民ワーク
ショップ(workshop)を活用する手法を採択した鹿児島県東市
来町での取り組みを事例に、地域再生・活性化などの効果が
期待される同手法が地域社会にどのような状況を生み出して
いるのか検証することを目的とするⅰ。具体的には、当該地
域における二酸化炭素の排出量の削減を政策目標とし、目標
を達成するために必要不可欠である住民による省エネルギー
行動という個人主体の行動をとらせるため、町の行政担当者
が住民にインセンティブをもたせる目的で採用した住民参加
型の政策立案・実施手法が、従来型の政策実施手法と比較し
て政策効果に差があるか否かを検証する。 
住民参加型の政策立案手法は、ＥＵ諸国において都市再生
手法として一定の成果を上げている手法である。都市の衰退
に伴うコミュニティの崩壊を、住民と行政が一体となって地
域の環境や文化政策に取り組むことで、コミュニティの再生
と持続可能な都市機能の構築を実現させている。こうした手
法は、ＥＵ憲章における補完性の原理に基づくものである。 
日本国内においても、補完性の原理を基とした政策が一部
で行われている。特に環境政策における分散型エネルギーや
省エネルギーの分野においては、地方自治体に任せる傾向に
ある。地方自治体もまた、情報の非対称性が非常に強い省エ
ネルギー政策を実施するにあたり、従来のトップダウン型の
政策ではなくボトムアップ型を採用する傾向にある。東市来
町では、ボトムアップ型の政策立案・実施を採用することで、
政策効果をあげようとしているといえる。 
このような新たな政策決定手法は、行政と住民の間で取り
交わされる契約問題とみなすことができるため、両者の関係
を契約理論に基づいて分析を行っていくこととする。この場
合、行政担当者はプリンシパル、省エネ行動を実行する住民
はエージェントという関係に帰することができる。 
通常の政策決定手法において行政担当者は、住民に省エネ

行動を誘引させるための制度を設定する。このとき、行政担
当者は住民がどのようなエネルギー消費傾向をもち、どのよ
うなライフスタイルを選択しているかといった情報を完全に
把握することはできない。そのため行政はプリンシパルとし
て、住民(エージェント)に省エネ行動へのインセンティブを
もたせるような制度を目指す。 
一方住民参加型の政策決定手法においては、行政担当者は
住民に行動を促すプリンシパルとしてのみ存在するのではな
く、行政担当者も地域における住民として政策の恩恵(便益)
を享受するエージェントの一人であるとみなすことができる。
このようなプリンシパルが存在せず、生み出された利益を全
てエージェントの間で分配しつくす組織をパートナーシップ
(partnership-協同-)と呼ぶ。 
以上の観点に基づき本稿では、地方自治体における従来型
のプリンシパル－エージェント関係で作られた政策と、住民
と行政のパートナーシップ関係で作られた政策のそれぞれが
持つ社会的厚生とそれが持つ問題点について比較検討を行っ
ている。 
本論文の構成は以下のとおりとなる。 
まず第２節では、省エネルギービジョンを策定する際に住
民参加型の政策決定手法を導入した鹿児島県東市来町につい
てケーススタディとして取り上げ、実施内容を概観する。第
３節では、第２節で紹介した事例を分析するに先立ち、従来
の政策決定手法を契約理論に基づいて分析する。それを踏ま
えて、第４節において住民参加型の政策決定手法について分
析を行う。第５節では、以上の分析により導き出される政策
的インプリケーションを提示する。 
 
２．ケーススタディ：鹿児島県東市来町における省エネルギ
ービジョン 
 
 鹿児島県は、新エネルギービジョン、省エネルギービジョ
ンの策定実施自治体数が全国の都道府県と比較してその実施
件数において群を抜いている。特に、新エネルギービジョン
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は県下14市73町９村のうち、平成７年に県が策定して後、平
成12年度までに26自治体が策定している。これは、他の都道
府県と比較して非常に多い。また、省エネルギービジョンに

ついても、平成12年の事業開始より平成14年度までに４自治
体が策定している。本論文で取り上げる東市来町は平成14年
度に省エネルギービジョンを策定した。 

 
図１．九州地区における省エネルギービジョン策定実施自治体数(平成13年4月現在) 
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省エネルギービジョンの策定段階において東市来町は、住
民と行政が同じ住民として話し合いを持つ住民参加型のワー
クショップを取り入れた。これは、ビジョンの策定に当たっ
て、地元住民の理解と協力が得られないことにはその策効果
を得ることが難しいため、従来型のトップダウンによる政策
決定よりもむしろボトムアップによる政策決定を行うことが
望ましいという行政担当者の判断から行われた。以下では、
東市来町が実施した住民ワークショップについて紹介する。 
 
(１)旧来型の政策決定メカニズムとの相違点 
 東市来町では、省エネルギーに関する行動計画等政策決定
場面において、住民ワークショップを開催することによって
住民の視点からの計画立案を取り入れた。省エネルギーとい
う個人の生活様式と価値観に直結する事項に対する政策を考
えるにあたり、最終需要者である住民の意見を計画に反映さ
せることが、本政策目標の達成も確実になるとの考え方に基
づいたものである。 
ワークショップでは、参加住民が無理のない形で取り組む
ことができ、さらに継続して取り組むことができるというこ
とに重点を置いて、住民同士の話し合いにより今後３年間の
省エネ行動計画を立案してもらった。ワークショップは３回

実施され、最終回において前述の目標に向けた取りまとめを
行った。提案された意見や行動目標は報告書にまとめられ、
町の具体的な省エネ行動計画として議会で承認され、町政へ
取り入れられている。 
従来の政策決定プロセスと住民を交えた政策決定プロセス
の違いについては以下のとおりである。 
まず従来型では、議会に議案として提出されたある政策課
題に対する具体的施策の提示は、各担当部署の行政担当者が
担う。担当者は、庁内の利害を調整しつつ政策に関する施策
を取りまとめ、議会へ提案する。そして、議会はその提案に
対し議決を与えることで政策が決定される。この政策決定過
程に対し住民参加型の政策決定手法が大きく異なる点は、住
民が政策課題に対する具体的施策の討議に参加し、自分たち
が暮らす住環境についてそれぞれの意見を協議しながら、地
域全体の意見として取りまとめるという点である。これは、
従来行われているパブリックコメントや住民に対するヒアリ
ングなどよりもより積極的な住民の政策への関与を表してい
る。行政担当者は、住民とともに話しあい取りまとめた施策
を議会へ提出する。 
住民の参加形態について分類したものが表１である。 

 
 

表１ 住民の参加形態と関与度 
参加の形 形式的参加 パブリックコメント 主体的参加 
 呼出型 自発的 呼応型 協働型 実践型 

具体例 審議会委員 
市民窓口への問い合わ
せ、広報への投稿 

政策に対する一般意見
公募への応募 

ワークショップ NPOなど 

 
 住民の地方政治への関与方法としては、自治体に意見や要
望を提出するパブリックコメント型や、実際に政策決定場面
に立ち会って発言をするといった参加型という大きく分けて

２つのタイプがある。住民参加型のワークショップは、住民
が主体的に参加しそれぞれの意見を話し合いにより、地域に
とって最もよいと思えるまちづくりを実行することができと
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いう意味で、新しい政策決定手法であるといえる。 
政策決定プロセスにおけるこのような違いが意味するとこ
ろは、行政と住民の情報共有である。そこから得られる利点
の一つとして考えられるのは、行政担当者が住民と情報を共
有することによって、自己の利己的行動を抑制し、結果的に
は住民の効用を最大化する行動を導くことができることであ
る。 
 
(２)Ｐ‐Ｄ‐Ｃ‐Ａサイクルによる継続的な省エネ行動の実施 
 東市来町のワークショップで話し合われた省エネルギー推
進のための行動計画は、継続的にとりくむためのしくみとし
てＰ‐Ｄ‐Ｃ‐Ａサイクル（Plan計画‐Do運営‐Check確認
‐Action改善策）を取り入れた。Ｐ‐Ｄ‐Ｃ‐Ａサイクルと
は、計画‐運営‐確認‐改善策の活動を繰り返すことで継続
的な改善を行うことができ、結果として実効性と質の高い活
動を実現することを可能とするしくみをいう。東市来町では
この行動指針に基づき、庁内に省エネ推進委員を設け、また
町内には引き続き省エネワークショップへの参加者を呼びか
けることで、継続的な取り組みができる環境を整えた。同時
に、平成15年度予算審議会において担当者から予算申請が行
われ、省エネワークショップ開催に対する予算がつけられた。
このようにして東市来町では省エネルギービジョン策定の２
年目においても、住民ワークショップを開催して、省エネを
まち全体で進めるためにはどのような取り組みが必要かなど
をテーマに継続的な活動が続けられている。 
 

３．分析Ⅰ：従来型政策決定モデル 
 
(１)前提条件の整理 
本稿の目的は、東市来町の省エネルギービジョン策定にお
いてワークショップを利用することにより、旧来型の政策決
定方法と比較してどのような状況を生み出しているかを明ら
かにすることである。その分析の前に、比較対照として、ま
ず旧来型の策定方法の特性について明らかにする。 
旧来型の策定方法は典型的なプリンシパル-エージェント
関係として捉えることができる。つまり、行政担当者(プリン
シパル)は、住民(エージェント)に省エネ行動を実行してもら
うようなインセンティブを持たせる政策(契約条件)を提示す
る。このとき、行政担当者は、住民がどのような生活様式に
基づき、どういったエネルギー消費体系をとっているかとい
う私的情報を把握することはできない。このように、プリン
シパルがエージェントの情報を知りえない状況をアドバース
セレクションといい、この状況下における各主体の行動につ
いて分析を行っていく。 
 分析を行う前に、３つの仮定を置く。まず、現実の世界で
は行政職員が省エネ行動をさせようとする対象は複数の住民
である。しかしここでは、単一プリンシパルに対して複数の
エージェントとの取引関係は、簡略化のために契約を対象と
するエージェントは一つであるとする。こうした分析上の仮
定は以下の３点にまとめることができる。 

 
１） 契約設計者としてのプリンシパル(行政担当者)は単一

主体（または複数のプリンシパルが存在するが、協力し
て契約設計を行う） 

２） プリンシパルは一人のエージェントと契約を結ぶ(また
は、複数のエージェントが存在するが、彼らの行動は互
いに独立で個別に契約を結んでも一般性を失わない) 

３） 一旦契約が成立したら、後の変更はなし 
 
(２)モデルの設定 
 以上の仮定のもとで、行政担当者とある一つの家庭を対象
に、分析を進めていく。 
 東市来町が住民ワークショップという形態をとったことに
対して、旧来型の政策決定手法では、行政担当者が町内にお
ける省エネ目標を掲げ、それを住民に対して提示し、省エネ
行動を要請するという形をとる。 
 ここで状況を整理すると、以下の項目に分けることができ
る。 
１． 町全体の目標の設定：「住民に省エネ行動を実行しても

らい、結果として町全体のＣＯ２（二酸化炭素）排出量
を３％削減する」 

２． 住民は、省エネ行動を実行し町の目標値である３％を各
家庭において削減したことを申請すると、町から表彰を
受けることができる。 

３． 行政は、住民が目標達成することにより、政策達成とい
う満足感を得る。 

４． 住民が、省エネ行動を実行せず、また目標値の達成をし
なくてもなんら罰則はない。 

５． 行政は、住民のライフスタイルが分からないため、住民
のＣＯ２削減努力にかかるコストを把握することはでき
ない。 

 
 まず、状況１について、各家庭はＣＯ２を３％削減すると
いう目標を行政から与えられる。ある家庭が実際に削減した
エネルギー消費量をxと表す。このとき、とりうるxの値の
集合は、 ),0(, xXRx =∈ と書くことができる。 
 次に、状況２における行政の行動は、以下の目的関数とし
てまとめることができる。 
 行政の目的関数： )(xb  
 つまり、住民の省エネ達成(エネルギー消費量削減量 )(x )
を得ることで、行政は )(xb という満足度を手に入れること
ができる。この満足度は貨幣換算されたものであるが、現実
の世界では、住民が目標達成することで金銭的な便益を得る
わけではない。しかしながら、ここではあえて行政の目的関
数を目に見えない満足感(政策実現に対する満足、目標達成を
したことによる世間体のよさ、見栄など)を金銭に換算できる
として、このような関数を持ちうると仮定する。 
以上を踏まえ、 )(xb は２階連続微分可能で 0)0( =b 、任
意の xx < に対して 0)(' >xb 、 +∞=′ )0(b 、および任意
の 0≥x 、 0<′′b を仮定する。このことより、xの値が大
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きいほどエネルギーの消費量の削減量が大きくなって、行政
の満足度も高まることになる。 
次に、状況５における住民のタイプの設定をおこなう。 
住民のタイプは以下の２種いずれかになる。まず１つのタ
イプは、環境問題(特に地球温暖化問題)の意識が高いタイプ
(タイプ：０)、もう一方は環境問題への意識が低いタイプ(タ
イプ：１)である。 

全体の集合をΘとおくと、この自治体の住民の構成は
[ ]10 ,θθ＝Θ 、 100 θθ ≤≤ と表すことができる。 0θ の方

が優れた住民タイプと位置付けることができる。 

住民のタイプが 0θ か 1θ であるかは、住民のみが知ること
であるため、行政から見て住民が 0θ である確率を p、住民
が 1θ である確率を )1( p− と置く。つまり、ＣＯ２削減施策

に協力的な住民の割合は p 、非協力的な住民の割合を
)1( p− とおく。 

タイプ iθ の住民が、ＣＯ２の削減量xを達成するためにか
かる費用を )(xCi と置く。 

)1,0(
)()(

=
=

i
xxC ii θ
 

上記式は、住民の意識が違うと削減行動に対するコストも

違うことをあらわしており、 i'0 θ< より、削減量を大きく

しようとするほどコストがかかることを表している。 
次に、担当者は住民があげた成果との引き換えに報酬 )(w
を支払う。このとき支払われる報酬は現実では現金ではなく、
実際には認証制度における称号や表彰の授与となる。今回の
ケースでは非金銭的報酬を金銭換算できるという仮定のもと、
各主体の効用関数を設定する。 

タイプ iθ の住民のＣＯ２削減量がxのとき、行政から与え
られる報酬はwより、この住民の効用関数は 

)(),( xcwwxU ii −=  （１） 

一方で行政担当者の効用は 

wxbwxVi −= )(),(  （２） 
と表すことができる。 
行政担当者は、住民が施策に協力的か否かはわからないが、
一方的に削減目標値xを設定することができる。これに対し
て、住民は自己の削減量xは把握することができ、第三者に
対して自分がどの位置にあるか証明することができる。つま
り、特定の削減水準を指定することができ、第３者的な削減
値との比較が可能となる。 
このとき、行政担当者は住民がエネルギー消費量の削減達
成目標に対する削減努力に掛かるコストについては知ること
ができない。そのため、行政が提示する報酬wが、住民の削
減行動費用cよりも大きいか小さいかは分からない。つまり、
行政が提示する契約に対して住民が応じるか否かがわからな

いという状況にある。 
このように、行政側が住民の状況を確保し得ないときに、
行政の自己の効用を最大化させるために、行政は住民に削減
計画についての見積もり(レポート)を提出するように求める。 
住民から行政へ提出されるレポートをM とすると、内容

):( Mmm ∈ に対して行政は目標値と報酬を指示すること
ができる。目標値と報酬を決定するルールをμとすると、行
政が住民からのレポートmを受けて表示する削減目標値と
報酬は、μ(m)と表すことができる。 

))(),(()( mmm ρδµ =  
)(mδ はレポートmに基づく指示削減量： xm ∈)(δ  

削減量 )(mρ に対して支払われる報酬： Wm ∈)(ρ  
 
以上を踏まえ、行政が住民に対して示す契約の流れは以下
のようになる。 
１．行政は住民に対して削減目標(計画)を提出するよう要請 
→この時点で、住民には２つの選択がある：yes＝２．へ 
                  ：no＝おわり 

２．住民は削減計画を提出 
３．行政は住民の報告に基づき目標と報酬を決定、指示する 
４．住民は行政の指示に従い、削減目標に向け行動開始 
５．行政は報酬を住民に支払う 
 
(３)行政と住民の間に情報の非対称性が存在するケース 
 先ほどの条件より、行政は自由に契約を設計し、住民に対
して提示ができるという状況において、行政と住民の間で情
報の非対称が存在するケースを検討する。具体的には、行政
は、住民側が持つエネルギー消費傾向を把握することができ
ないため、提示する契約(省エネ行動計画とその報酬)は、で
きるだけ多くの住民がこの計画に参加し、省エネを実行する
というものにしなければならない。 
こうした状況において行政の期待効用を最大化にするメカ
ニズムとは、住民が行政に対して正直に自分のタイプを申告
することが、行政の最適戦略となる。つまり、住民は行政に
対して表明原理ⅱに基づいた行動をとると考えられる。 
 行政が提示する契約の形式は、 

{ } ( )),(),(),( 11,0 iio wxwxwxV ==  
となる。 
表明原理を元として、行政の行動は上記契約に従った以下の
期待効用関数を最大化させる。 

 
(３) 
 

Subject to 

0000 ≥− xw θ                               (４) 

0111 ≥− xw θ                                (５) 

101000 xwxw θθ −≥−                       (６) 

010111 xwxw θθ −≥−                        (７) 

[ ] [ ]1100 )()1()(max wxbPwxbpV −−+−=
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 上記制約条件式について(４)、(５)では、行政が提示する
契約はどちらのタイプの住民にも受け入れられることを表す。
また(６)、(７)では、どちらの住民のタイプも、自分のタイ
プを偽って申告しても効用は増加しないことを表している。 
 ここで制約条件(４)～(７)を整理していく。 
まず、制約式(６)、(７)について、 

(６)より )( 10010 xxww −≥− θ  (６)′ 

(７)より )( 10110 xxww −≤− θ  (７)′ 
(６)′(７)′より、 

)()( 10010101 xxwwxx −≥−≥− θθ  

この式と仮定 01 θθ ≥ が成立することから、 10 xx ≥ が成立

することが分かる。 

次に(５) 0111 ≥− xw θ 、(６) 101000 xwxw θθ −≥−
について、 01 θθ > であることから、 

0111101000 ≥−≥−≥− xwxwxw θθθ  

が成立する。上記式において、制約条件(４)が成立している。

つまり、制約式(５)、(６)を同時に満たす契約は、タイプ 0θ
の参加契約(４)を満たすことから(４)は無視することができ

る。 

次に、最適解が(６)式を厳密な不等号で満たすと仮定する。

このとき仮に最適解で(４)が等号で成立するとすると、 

1111010000 xwxwxw θθθ −≥−>−=  

となる。このとき、タイプ 1θ の参加制約を表す(５)と矛盾
することになる。従って、(４)式は厳密な不等号で成立しな

ければならない。すると(４)式及び(６)式を満たすように

0w を小さくすることができる。 0w を小さくしても全ての制

約式が満たされる。これは、元のの 0w が最適であることに

矛盾するので、最適解は(６)を等号で満たさなくてはならな

いことがわかる。 

このように制約式(６)が等号で満たされるので、 

)()()()( 100101010 xxxxwwxx ii −−−=−−− θθθ
 となる。単調性及び 01 θθ > よりこの値は非負、つまり

(７)が成立する。 

以上の手続きにより、(４)～(７)の制約式は以下の３本に

置き換えることができる。 

111 xw θ≥  (５)′ 

)( 10010 xxww −+= θ  (６)′ 

10 xx ≥  (８) 

制約式が以上の３本ならば、特に(５)〃において等号で成立

したと仮定する。 

111 xw θ=  (５)〃 

1000 xxw θθ ∆+=  (６)〃 

ただし、 01 θθθ −=∆  

以上より、(５)〃、(６)〃を目的関数(３)に代入すると 

[ ] [ ]1111000,
)()1()(max

10

xxbpxxxbp
xx

θθθ −−+∆−−  

subject to )(m  

 

以上より、解を ),( *
1

*
0 xx と書くと一階の条件は、 

0
*
0 )( θ=′ xb  (９) 

θθ ∆
−

+=′
p

pxb
1

)( 1
*
1  (10) 

で与えられる。 またこのとき、最適報酬 ),( *
1

*
0 ww は 

(５)〃、(６)〃、 pに代入することによって得られる。 
)( *

1
*
00

*
110 xxxw −+= θθ  

*
111 xw θ=  

ここで、解が単調性を示すことを示す。一階の条件(９)、(10)

並びに仮定 01 θθ > より )()( *
0

*
1 xbxb ′>′ 。よって、 )(⋅b の

厳密な凹性より *
1

*
0 xx > が成立し、単調性が満たされている。

以上より、行政と住民の間に情報の非対称性が存在する場合

の解からは以下のことが判明する。 
 

１．(９)および(10)より、タイプ 0θ の住民(省エネに協力的

な住民)は、最適な二酸化炭素削減目標を指示されるが、タ

イプ 1θ の住民(省エネに非協力的な住民)は非効率的な(よ
り少ない量の)削減目標を指示される。すなわち、省エネに

非協力的な住民には、ファーストベストの時と比較して、

より低い水準での削減目標を課せられる。 

２．最適解での住民の効用を求めると（９）および(10)より、 
*
1

*
00

*
0 xxw θθ ∆=−  …(11) 

0*
11

*
1 =− xw θ  …(12) 

 

 (11)は省エネに協力的な住民（タイプ 0θ ）は留保効用ⅲよ

りも大きい効用を得ることを示している。一方、省エネに非

協力的な住民（タイプ 1θ ）の効用は留保効用に等しくなる。
省エネに協力的な住民（タイプ 0θ ）が留保効用を超える効

用を手に入れることができるのは、行政側の提示する条件に

対して自分がどれだけ省エネについての基礎情報を把握して

いるか偽って報告する可能性の存在によって、行政側の提示

を受け入れない場合でも、効用が少し上回る。この留保効用

を上回る部分は、情報レントと呼ばれる。 



―36― 

 以上より、セカンドベストの解における行政の期待利益を
*Π とすると、 

[ ] [ ]*
11

*
1

*
1000

* )()1()( xxbpxxxbp fbfb θθθ −−+∆−−=Π

  *
1

*
1 )( xpx θ∆−Π=  

となる。ファーストベストの解における行政の期待利益と比

較すると、２つの点で利益が減少している。まず、省エネに

非協力的な住民（タイプ 1θ ）の設定目標が非効率的となった
ことによる減少、次に、省エネに協力的な住民（タイプ 0θ ）

に情報レント )( *
1xθ∆ が与えられることによる利益の減少で

ある。 
 以上をふまえて、省エネルギーを実施する際に２種類のタ
イプの住民(省エネに協力的か非協力的か)が存在し、かつ情
報の非対称性が存在する状況においての最適契約の特徴は、
以下のとおりとなる。 
１． 省エネに協力的なタイプの住民は「自分は非協力的であ
る」と偽って報告する誘因が存在する。しかし、逆の誘因(省
エネに非協力的なタイプな住民が自分を偽って「協力的で
ある」と報告する)は存在しない。 
２． 省エネに協力的なタイプの住民が自らを偽って行政に
申告した場合、行政が提示する条件が気に入らず契約を結
ばないときでも情報レントという効用を得ることができる。 
３． 省エネに協力的な住民の情報レントを削減するため、協
力的な住民が決定する省エネ行動努力水準は、ファースト
ベストの時と比較して過小となる。一方、省エネに協力的
な住民の決定は、ファーストベストに等しい。 
４． 省エネに協力的な住民の削減量の決定は、非協力的な住
民のそれよりも大きい（結果が単調性を示すことから）。 
 
 以上の結果より、情報の非対称性が存在する状況は、住民
が自分のタイプを偽って成果を報告しても住民自身の効用が
増加しないという誘因両立制約が満たされない状況になる。
つまり住民は行政の呼びかけに対し、正直に対応するのでは
なく何らかの嘘をついて、より少ない負担でより多くの利益
を得ようとする行動が存在しうることが示唆される。 
 
４．分析Ⅱ：住民参加型政策決定手法モデル 
 
 これまで検証してきた事例は、地方行政における行政職員
と住民の関係を依頼人-代理人関係になぞらえた分析である。
こうした従来型の政策決定・実施過程における問題点は、行
政職員が住民の行動を十分に把握することができないことか
ら発生する非効率性であった。例えば、政策に協力的な住民
がいてもどの程度協力的で政策の目標達成に賛同して遂行す
るかがわからないために、行政が設定する政策目標が過小と
なってしまうことがある。また、住民側も行政が要請する政
策への協力に対して、本来可能な行動水準よりも過小な行動
をとる傾向を持つ。このような状況から、行政が決定する政

策目標は効率的に達成されることがなくなるという問題が発
生する。 
 行政と住民の間にある情報の非対称性を解消するための一
手法として、政策決定場面に住民の意見を積極的に取り入れ、
またその実施においても住民の一部を参加させるという方法
がある。この方法は、常に住民の視点を政策の立案・決定・
実行・評価の場面に取り入れることで、政策によってもたら
される便益の享受者である住民の満足度をより高めることを
可能とする。こうした政策決定・実施手法は住民参加による
政策決定手法と呼ばれる。近年地方自治行政において盛んに
実施されている住民ワークショップは、住民参加型の政策決
定手法の有効な手段として認識されている。 
鹿児島県東市来町で実施されている地域省エネルギー政策
は、この住民ワークショップ手法を利用して計画の立案から
実施、そして自己評価までも行っている。町の行政担当者は、
町内に町の省エネルギー実行計画を共に検討するワークショ
ップの参加者を募り、住民のなかから有志が数名ほど参加す
ることとなった。この数名の住民が、東市来町の住民の代表
として東市来町版の省エネルギー計画を立てることとなった。
この時点まで、行政担当者は、住民に省エネルギーを実行す
るための計画を依頼するというプリンシパルであったが、実
際に住民ワークショップを開催すると行政担当者はプリンシ
パルという役割を果たすよりはむしろ、政策実行者としての
エージェントとしての役割を担うようになっていった。行政
担当者は、住民と共に省エネという課題について話し合う過
程を共有することで、自身も同じ地域に生活する住民の一人
であるという意識が再確認され、政策実施によって生み出さ
れる利益を伴に享受する住民として行動するようになった。 
住民ワークショップを開催することで行政担当者に与えた
意識の変化は、プリンシパルが存在せず、複数のエージェン
トが協働で行動を行うという状況を生み出した。また、複数
の住民同士で話し合い行動した結果生じる利益は、個人のエ
ネルギー使用量削減による費用負担の軽減にとどまらず、地
域における二酸化炭素の排出総量の削減という地域全体の利
益となって帰ってくる。住民が享受することのできる便益は
このような具体的な数値成果によって得られる満足度の他に、
他の地域に先駆けて実行し成果を上げることができたという
満足感や、他地域からの賞賛などの目に見えない効用も含ま
れる。つまり、住民が共有することのできる社会的な便益は、
皆で共有することができる。 
このように、行政担当者もまた住民の一人であるという意
味からプリンシパルの存在しないコミュニティは、複数のエ
ージェントにより発生した利益が全てエージェント間で分配
される組織であると位置づけることができる。このような組
織について伊藤（2003）は「パートナーシップ」と呼んでい
る。 
 以上のフレームワークに照らし合わせると、このたび東市
来町が実践した行政と住民の共同作業による省エネルギー計
画の策定過程もまた「パートナーシップ」といえよう。そこ
で本節では、東市来町に代表される行政と住民が協働で地域
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の政策を決定するという新たな政策決定手法が、従来のそれ
と比較して町全体の効率性や効用がどのような影響を与えて
いるか検証する。 
 
(１) 依頼人が存在しないコミュニティにおける省エネ行動
の実行 
 前節で整理したように、東市来町において実施されている
省エネルギービジョンを進める為に結成された住民ワークシ
ョップは、省エネ削減行動を実行することによって得られる
便益を参加者間で分配し尽くす組織である。ワークショップ
グループに参加している行政担当者と住民からの有志（数名）
は、話し合いにより省エネルギー計画をまとめ、各人が各家
庭において計画を実行し、後日各人の成果を報告し互いに確
認し合うという行動計画をとることが決められている。 
 東市来町で実施されているワークショップ形式による省エ
ネ実施要項を取りまとめると以下のとおりとなる。 
 
１．行政担当者は住民にワークショップ開催を通達、参加者
を募集する 
２．行政担当者を含むワークショップに参加した人たちで町
全体の目標を設定する：「まず参加者の各家庭における二酸
化炭素の排出量を３％削減し、徐々に参加していない住民
に対して働きかけていく」 
３．本来依頼者と位置づけられる行政担当者はワークショッ
プに参加することによって、地域の一住民という役割を担
うため目標を遂行するエージェントとして働く 
４．ワークショップに参加した住民は省エネ行動を実行し、
後日開催されるワークショップにおいて自らが達成できた
削減量を報告する 
５．町の目標値である３％の削減を達成できた住民は、他の
参加者から賞賛が得られる 
６．住民が省エネ行動を実行せず、また目標値の達成をしな
くてもなんら罰則はない 
７．ワークショップに参加している住民は、ＣＯ２削減努力
にかかる各人のコストを把握することはできない 
 
(２) モデルの設定 
モデルの設定する前に、前提条件を仮定する。まず、ワー
クショップに参加する住民はリスク中立的である。次に、パ
ートナーシップの結合利益は、住民の行動プロファイルによ
って完全に決定される。最後に、住民に制御不可能な不確定
要因の影響はない。 
以上の仮定をおいた上で、モデルを設定する。ワークショ
ップに参加するＮ人のリスク中立的な住民（エージェント）
からなるパートナーシップを考える（Ｎ＞２）。ワークショッ 

プに参加する住民ｎは行動空間An= 0,+∞[ ]から省エネ行 
動を実行すると言う行動anを選択する。その際、省エネ行動
を実行するにあたってかかる私的費用dn (an )を負担する。
私的費用関数dn (⋅)は、d'n ≥ 0、 ′ ′ d n ≥ 0およびdn (0) = 0を

満たすと仮定する。住民はリスク中立的で、住民nがwnを支
払われた時の効用は、 

un (wn,an ) = wn − dn (an ) 
と与えられる。 
Ｎ人の住民が選択した行動プロファイルを

a = (a1,...,aN ) ∈ A = A1 ×⋅ ⋅ ⋅ × ANと書き、 x(a)を行動
プロファイルaが選択された場合のパートナーシップの総合
利益とする。関数 x : A → X ⊂ ℜ は２階連続微分可能で厳
密に増加、厳密に凹、および x(0) = 0を満たすと仮定する。
さらにこの結合利益は立証可能で、結合利益に依存した契約
を記述し強制できると仮定する。 
複数の住民の行動によってパートナーシップの利益が決定
するが、契約に利用できる情報は結合利益 x(a)のみで、各
住民の貢献を個別に評価することはできない。つまり、ワー
クショップで参加者住民がどれだけ町内の二酸化炭素削減に
貢献しているかは、エネルギー削減の報告会において参加者
の間では認識されるが、その結果が果たして個人だけの努力
によって達成され得たものかは判断することができない。参
加者各人が報告してくる省エネ行動の結果は、他のワークシ
ョップ参加者からなんらかの影響を受けた上での結果でもあ
る。つまり、ワークショップに参加した住民の行動の間には
外部性があり、業績指標を分解してここのエージェントの貢
献を評価することはできない（伊藤，2003）。このような特徴
はチーム生産と呼ばれている。 
 このモデルにおけるファーストベストの行動プロファイル
をa fbとおくと、a fbは任意のnについて次の条件を満たす。 

max
a ∈ A

x(a) − dn (an )
n=1

N

�  

これより、 

′ x n (a fb ) = ′ d n (an
fb )    (14) 

 
住民ワークショップの実施要領７.より、各住民は他の住民
がどの程度省エネ行動を実行しているか観察できない状況の
中で、互いに同時に自分の行動を選択するゲームを考える。
行動を選択する前に、住民は話し合って結合利益の分配計画
(w1,⋅ ⋅ ⋅,wN )を決定する。具体的には、省エネ行動を実行す
ることによって得られると予測される結合利益（例：二酸化
炭素の削減による環境変化の軽減）は、ワークショップ参加
者に等しく分配される。ここで、wn : X → ℜ は住民nの分
配計画で、住民の結合利益が xの時に住民nにwn (x)を支払
うことを意味する。住民ワークショップにおける行政と住民
は、残余請求者が存在しないパートナーシップの関係である
ため、この分配計画は次の条件を満たすことになる。 

wn (x) = x
n=1

N

� ,     ∀ x ∈ X            ．．．（ＢＢ） 

この条件を予算バランス制約という。 
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分配計画wを所与として、各住民は独立に行動を選択する。
このゲームにおける解をナッシュ均衡と定義すると、行動プ
ロファイルa∗が任意のnについて次の条件を満たすとき、a∗

はナッシュ均衡である。 
wn (x(a∗ )) − dn (an

∗ ) ≥ wn (x(an ,a−n
∗ )) − dn (an )、 

∀ an ∈ An ．．．（ＮＥ） 
ただし、(an ,a−n

∗ ) = (a1
∗ ,⋅ ⋅ ⋅,an−1

∗ ,an,an +1
∗ ,⋅ ⋅ ⋅,aN

∗ ). 
 次に、予算バランス制約を満たしつつナッシュ均衡となる
よう各住民が利潤最大化行動をとるとする。 
 所与のnおよびanについて以下の式を満たすalをal (an )
と定義する。 

x(al ,a−l
fb ) = x(an ,a−n

fb ) 

仮にan = an
fbならばal (an ) = al

fbである。このことと、x(⋅)
が連続かつ厳密な増加関数であることにより、an

fbに十分近
い任意のanに対してal (an )が一位に存在する。従って、an

fb

に十分に近い任意のanに対して、 

′ a l (an ) =
′ x n (an ,a−n

fb )
′ x l (al (an ),a−l

fb )
        (15) 

が成立する（ただし ′ a l (an ) = dal (an ) /dan）. 
 一方、a fbがナッシュ均衡であるならば 

wl (x fb ) − dl (al
fb ) ≥ wl (x(al ,a−l

fb )) − dl (al ), 

∀ al ∈ Al 
が成り立つ。ここでal = al (an )を代入して整理すると、 
wl (x fb ) − wl (x(al (an ),a−l

fb )) = wl (x fb ) − wl (x(an ,a−n
fb ))

 ≥ dl (al
fb ) − dl (al (an )) 

となる。両辺を l =1,...,Nについて足し合わせると、 

wl (x fb ) − wl (x(an ,a−n
fb ))[ ]

l=1

N

� ≥ dl (al
fb ) − dl (al (an ))[ ]

l=1

N

�

となる。予算バランス制約（BB）より左辺は x fb − x(an ,a−n
fb )

に等しい。よって、 

x fb − x(an ,a−n
fb ) ≥ dl (al

fb ) − dl (al (an ))[ ]
l=1

N

�        (16) 

が成り立つ。an
fbに十分近いすべてのanに対して、（16）が

成立するので、an
fb − anで両辺を割ってan → an

fbとすると、
（15）により、 

′ x n (a fb ) ≥ ′ d l (al
fb )

′ x n (a fb )
′ x l (a

fb )l=1

N

�  

となる。さらに（14）により 

′ x n (a fb ) ≥ N ′ x n (a fb ) 

が成立する。これは xn (⋅)が厳密な増加関数であることに矛
盾する。 

以上の結果より、予算バランス制約を満たし、かつa fbが
ナッシュ均衡となるような分配スケジュールは存在しないこ
とが明らかとなった。これは、ファーストベストの行動プロ
ファイルの条件（14）が、住民nにファーストベストの行動を
選択させるには、彼の行動によってパートナーシップにもた
らされる限界利益のすべてが住民nに与えられなければなら
ないことを表している一方で、そのような分配は予算バラン
ス制約（ＢＢ）を満たさないということに起因する。つまり、
各住民は自分自身の行動の限界費用をすべて負担しているに
もかかわらず、予算バランス制約のために自身の行動によっ
てもたらされる限界利益の一部しか享受できないため、結果
として行動水準が過小になる（省エネ行動があまり実行され
なくなる）ということを表している。 
 
５．まとめ 
 
 以上の分析により、行政と住民がパートナーシップという
関係を結ぶ場合において省エネを実行しようとする場合、条
件によっては非効率になることがわかった。現実に地域政策
を住民参加型で決定し、実行しようとする自治体が増加して
いる事実に対して、モデルによる分析結果は、パートナーシ
ップを成立させる条件次第では非効率になるということを示
唆している。パートナーシップを効率的にするためにはどの
ような条件設定をしていけばよいだろうか。伊藤(2003)は、
以下の条件設定を行うことで効率的なパートナーシップが実
現できるとしている。 
条件１．グループ罰則規定を設け、それを強制する第三者

をおく 
 条件２．情報構造を変更する 
 まず条件１．は、予算バランス制約条件の緩和である。例
えば、ある住民がファーストベストの行動を逸脱して
x ≤ x fbとなる利益が観測された場合には、パートナーシッ
プすべてのメンバーに罰則が与えられて利益 xが残される
ような状況が可能となる条件を設定する。つまり、ワークシ
ョップ参加者へ支払う総額が結合利益未満となるように予算
バランス制約条件を緩めることによって、a fbがナッシュ均
衡となるような分配計画が可能となる。 
 しかし、このような罰則規定を設けただけでは、ワークシ
ョップに参加している住民のファーストベストからの逸脱行
動を防止することは不十分である。罰則規定を効果的に運用
するには、これを強制する主体が必要である。ここでグルー
プ罰則規定を強制する第三者をおくことにする。誰かがファ
ーストベストの行動から逸脱したことにより罰則規定が適用
されグループ内で残された利益は、この第三者が入手できる
権利を持つと仮定すると、住民への分配額がなくなり、代わ
りに第三者が残された利益を獲得することになる。このよう
にして、住民にファーストベストの行動をとらせるインセン
ティブを持たせることができる。 
 次に、条件２：情報構造を変更するとは、どのような状況
を想定しているのだろうか。分析したモデルでは、すべての
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住民は互いの住民の行動を観察できないと仮定をおいた。こ
れを、住民の数Ｎは３以上で、住民１は住民２の行動を事後
的に観察して結果を公表できる、ただし公表がすべて正しい
とは限らない、観察された結合利益と住民１の報告に依存し
た分配計画を設計できると仮定する。行動が観察可能な住民
２に対しては、住民１の報告を通じてインセンティブを与え、
かつ残りの住民への分配額を予算バランス制約が満たされる
ように調整する。残りの住民については、上記のグループ罰
則規定を適用することでインセンティブを与える。 
 この変更によって、均衡でファーストベストの行動プロフ
ァイルが選ばれ、かつ予算バランス制約を満たす分配計画を
見つけることができる。 
 以上みてきた条件１の内容からは、行政担当者が一住民と
して住民と協同して政策目標を遂行しようとするパートナー
シップの関係においても、こうしたグループを導く第三者（リ
ーダー）が必要であるということが示唆された。また条件２
で示した、ある住民の努力水準を基準としてグループ内の配
分を決める手法においても、分配を調整する住民１がある意
味でグループ内のリーダーとなって働いていることに注意す
べきである。つまり、あるコミュニティにおいて何らかの政
策を遂行しようとするには、たとえ行政担当者が地域の一住
民としてエージェントに位置づけられ、住民とパートナーシ
ップの関係にあるという状況においても、そのグループを取
りまとめるリーダー（プリンシパル）が必要である。 
このことから、実際に住民ワークショプを開催している東
市来町において今後もその活動を継続していくためには、行
政職員に限らず、グループを取りまとめるリーダーが必要で
あり、かつ目標に努力しない住民に対しては何らかのペナル
ティを与えるか、もしくは努力した人に何らかの報酬を与え
るという制度を整えていくことが必要である。 
 

〔注〕 
ⅰ 本論文は筆者が大阪大学大学院国際公共政策研究科の大
学院生として平成14年度に実施された東市来町の省エネワー
クショップに参加し、その成果の一部と近年の研究をまとめ
たものである。 
ⅱ 表明原理については、appendixに詳述した。 
ⅲ 行政から提示された条件を受け入れることができなかっ
た場合、効用がゼロとなること。 
 
Appendix： 表明原理 
タイプ iθ の住民が選択するレポートは im と表すことが
できる。住民のレポートは、行政が提示するメッセージ空間
から選ばれるので、 1,0=i に対して Mmi ∈ が成り立つ。
各タイプが提出するレポートは ),( 10 mm=σ で表すとする
(このとき、σ は住民の戦略と呼ぶ)。 
 行政が提示するメカニズム(M,μ)を所与としたとき、住民
の戦略 ),( *

0
** mmi=σ が、 

1,0,)),(),(())(),(( ** =∈∀≥ iMmmmUmmU iiii ρδρδ  (a01) 
を満たすとき、 *σ はメカニズム(M,μ)の下での住民の最適
戦略という。 
また、右辺において ijmm j ≠= ,* と置くと、 

))(),(())(),(( ****
jjiiii mmUmmU ρδρδ ≥  (a02) 

との関係が成立する。(a02)は、住民のタイプが iθ のとき、
異なるタイプjのレポートを提出しても効用が増加しないこ
と意味する。 
行政は、住民がこのような行動を起こすと見越した上で、自
分の期待利益を最大とするメカニズムを選択することが望ま
しい決定をとることになる。つまり、行政が住民のタイプを
見極めるためのレポートがどのような内容であるべきか、ど
の程度の住民の状況を把握するべきか、という点が問題とな
ってくる。 
行政にとって、必要最低限の住民の情報を入手するための手
がかりとして、住民は表明原理に基づいて行動する、という
仮定をおくことにする。以下、この表明原理に基づく住民の
行動メカニズム(直接表明メカニズム)について検討する。 
直接表明メカニズムは、行政が提示するメッセージ空間(Ｍ)
と住民のタイプを表すタイプ空間(Θ )が等しい(Ｍ=Θ )。つ
まり、住民は行政に提出するレポートの中で、自分のタイプ
が 0θ か 1θ かを申告することが求められる。 
 住民の表明行動メカニズムを(Θ ,v )とし、ルールvは 

[ ]),(),,( 1100 wxwxv = とおく。このルールは、住民が行政 
に提出するレポートとして、自分がタイプ iθ と申告したとき、
行政からは削減目標値 ix が指示され、報酬 iw が支払われる
ということを意味する。 
また、住民の表明行動メカニズムにおける戦略を

)ˆ,ˆ( 10
* θθσ = と書くことにすると( )ˆ( Θ∈iθ )、この戦略

は、自分の真のタイプが iθ のときにタイプ iθ̂ というレポー
トを報告するということを意味する。例えば、どの住民も正
直に自分のタイプを申告するような戦略は ii θθ =ˆ 、虚偽の
報告をする戦略は ),1,0,(,ˆ jijiji ≠==θθ となる。 
 

ここで、 [ ]),(),,( 1100 wxwxv = を次のように定義しなおす。 

),( *
ii mx δ= ),( *

ii mw ρ= 1,0=i  

すると(a02)より、 ij ≠ に対して 

),())(),(())(),((),( ****
jjijjiiiiiii wxUmmUmmUwxU =≥= ρδρδ  

が成立する。つまり、直接表明メカニズムvの下では、自
分のタイプが iθ のときにタイプ iθ と正直に報告することが
望ましいことを示している。また、このことから任意の

1,0=i において、タイプ iθ の住民は正直に報告し、その結
果 v の定義により、真のタイプが iθ のときに

))(),((),( **
iiii mmwx ρδ= が実現する。 

 
以上より表明原理は以下のようにまとめることができる。 
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表明原理 

任 意 の メ カ ニ ズ ム ),( µM の と き ( た だ し

))(),((( mm ρδµ = 、その下での住民の最適戦略を

),( *
1

*
0

* mm=ρ とすると、次の特徴をもつ直接表明メカニ

ズムvが存在する。 
１）自分の真のタイプを伝達することが最適：任意の

10，=i に対して ii θθ =ˆ を満たす戦略 )ˆ,ˆ( 10 θθ が、v
に対する住民の最適戦略となる。 

２）戦略 ),( 10 θθ によって ),( µM と同一の品質、支払額

が実現される： [ ]),(),,( 1100 wxwxv = とすると、任意

の 1,0=i に対して、真のタイプが iθ であるサプライヤ
ーに品質 )( *

ii mx δ= が指示され、価格 )( *
ii mw υ= が

支払われる。 
この表明原理により、行政が自由に契約を設計、提示で
きるのであれば、行政の期待効用を最大化するメカニズム
は、正直に自分のタイプを申告することが住民の最適戦略
であるということがわかる。 
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